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研究成果の概要（和文）：臨海農業集落の地域構造と地域存続要因を抽出し，生態・社会・産業のサブシステムから構
成される集落の存続可能性と支援の必要性を判定可能な評価システムを開発することを目的とした。
その結果，臨海農業集落の個別性の大きさが確認され，集落存続可能性評価システムを構築するためにはまず，農業セ
ンサスの農業地域類型のように対象地域の類型化を図らなければならないこと，類型別に存続可能性評価が行えるよう
なシステムの構築が必要であることが示された。

研究成果の概要（英文）：The purposes of this study are to clear regional structure and area continuation 
factors and to develop of a continuation possibility evaluation system in seaside agricultural 
settlement.
 The strength of the individuality of seaside agricultural settlement is confirmed. So it is necessary to 
typify seaside agricultural settlement to develop of a continuation possibility evaluation system. And it 
is indicated that building of the system that continuation possibility evaluation can do according to the 
type is needed.

研究分野： 農村計画学

キーワード： 臨海農業集落　存続可能性　生業　獣害　コミュニティ　類型化　統計解析　フィールドワーク
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１．研究開始当初の背景 
	 農業とともに漁業が生業の一部をなして
いるような臨海農業集落は、人間の活動領域
の海のエッジを形成している。島や半島に多
く見られるこのような地域を存続させるこ
とは、エッジの内側の存続のためのバッファ
を確保し、国土管理上重要な沿岸部の保全に
資するものである。 
	 農村計画学研究における条件不利地域へ
の関心は中山間地域へのものが中心であり、
島や半島に多く見られる海のエッジについ
ては、政策的には離島振興法や半島振興法に
基づく施策が準備されているとはいえ、研究
対象とされることはほとんどなかった（図 1）。
しかし、このような地域は領海・排他的経済
水域の起点になるなど、陸域だけではなく海
域の管理上も重要な地域である。このように、
重要ではあるが研究の対象とされることが
少なかった地域を対象とすることそのもの
が重要な特徴である。 
	 また、地域の存続可能性を類型化しようと
いう取組は、実態把握→評価→計画策定とい
う計画づくりの流れの前半に相当する重要
な部分を構成する。これまで担当者による主
観により評価されていたものをシステム
化・客観化しようというのはこれまでの海の
エッジにはなかったことである。 

 
図 1	 研究対象とする地域 

 
２．研究の目的 
	 人間の活動領域の海のエッジを形成して
いる、半農半漁の性格を有する臨海農業集落
を存続させることは、国土管理上重要な沿岸
部の保全に資するが、これまでの農村計画学
研究はこのような地域に関心を払ってきた
とは言い難い。 
	 そこで、本研究ではまず、臨海農業集落の
地域構造と地域存続要因を抽出する。それを
基に、生態・社会・産業のサブシステムから
構成される集落の存続可能性と支援の必要
性を判定可能な評価システムを開発するこ
とを目的とした。 
	 これは、これまで学術的に空白であった農
漁村計画学的研究の開拓という意義を持つ
と共に、地域縮退の方向性を明示し、制度設
計・適用の方向性の検討に資するものである。 
 
３．研究の方法 
	 本研究は，統計解析から地域の存族要因を

把握しようとするアプローチと，フィールド
ワークによるアプローチを併用している。	
	
４．研究成果	
(1)離島の諸条件が人口変化に与える影響	
	 離島と本土の距離（本土間距離）といった
自然条件に加え，今後重点の置かれる医療，
教育，産業などと離島の人口減少の関係性に
着目し，統計解析からどのような要因が関係
しているかを明らかにした。	
	 「H17/S60 年人口比」を目的変数に，「対象
（法律の対象地域：一部離島、全部離島）」「架
橋」「瀬戸内に位置するかその他か」「病院・
診療所の施設の有無」「義務教育施設の有無」
「高等学校施設の有無」「本土間距離」「産業」
「農業（一次産業の中で生産高が高いのは農
業かその他か）」をダミー変数に変換して説
明変数におき，数量化一類を行った。	
	 その結果，「法律の対象地域」、「義務教育
の施設」、「産業」が離島の人口減少に大きな
影響を与えることがわかった（図 2）。また，
人口減少に与える正の影響と負の影響を数
量化一類の結果のカテゴリースコアによっ
て調べたところ，法律対象地域が全部離島で
あることはH17年人口/S60年年少人口比に対
して強く正の影響（人口減少が小さい）を，
一部離島であることは H17/S60 年年少人口比
に対して負の影響（人口減少が大きい）を与
えている（図 2.3）。産業に関しては，第一次
産業は負の影響を，第二次産業・第三次産業
は正の影響を与えている。以上のことから，
数量化一類のレンジで人口減少に強く影響
を与えているとわかった「法律の対象」「義
務教育施設」「産業」は，それぞれ「全部離
島」であることが正の影響を，「義務教育施
設が無い」ことが負の影響を，「一次産業で
ないその他の産業が主幹産業」であることが
正の影響を与えることによってレンジが大
きくなったと考えられる。	

図 2	 数量化一類結果（レンジ）	
	
(2)岩手県沿岸地域における生業構造分析	
	 岩手県沿岸地域を対象に，29 の漁業地区を
単位として 2014 年度に農林業センサスと漁
業センサスを結合して作成したデータベー
スにより，生業構造の分析を行った。	
	 はじめに，各漁業地区における主たる農作
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物と漁業種類についてまとめると表 1のよう
になる。	
	 農業は 29 地区中 13 地区で稲作が最も多く，
次いで施設野菜（7 地区）であった。酪農，
果樹を主な作付け品目にする地区は少なか
った。漁業は 29 地区中 12 地区で採貝•採藻
が中心に行なわれていた。また，わかめ（6
地区），ほたて（3 地区），かき（4 地区）な
ど多様な種類の養殖が営まれ，養殖が中心に
営まれている漁業地区は 13 地区存在し，多
くは南部の地域に集中していた。これは南部
の地形がリアス式海岸であり養殖に適して
いるからと考えられる。	
	 農作物と漁業種類の組み合わせで最も多
くみられたのが稲作と採貝•採藻の組み合わ
せで，種市，玉川，野田，小本，田老，宮古，
広田など南北に関わらず 7地区存在した。29
地区のうち主要な農作物と漁業種類の組み
合わせが 19 通り存在していることから，岩
手県沿岸部では，多様な種類の農業，漁業が
営まれていることが明らかとなった。	
	 次に，29 漁業地区を単位に，地区の特徴 6
項目，農業の特徴 6項目，漁業の特徴 5項目
の計 17 項目の指標を用いて主成分分析を実
施した。	
	 その結果，主成分 1は漁業地区の規模を代
表している。主成分 2は正に専業漁家，漁業
所得 500 万円以上の漁業経営体が，負に専業
農家数，農業所得 500 万円以上の農家数が強
く寄与しているので，農業・漁業への特化状
況を示している。これを基にクラスター分析
を実施したところ，対象漁業地区は「大規
模・漁業特化型（1 地区）」「大規模・農業特
化型（2地区）」「中規模・漁業特化型（10 地
区）」「小規模・漁業特化型（4 地区）」「小規
模・農業特化型（12 地区）」に類型化された。	
	
表 1	 漁業地区の農業と漁業の形態	

表 2	 主成分分析結果	

	
(3)岩手県小友地区における農業と漁業の相
互関係	
	 岩手県陸前高田市小友地区を対象に，農業
と漁業の相互関係を把握するためのアンケ
ート調査を実施した。アンケートは、旧小友
地区水利組合の組合員を対象とし，水利組合
役員による配布回収により実施した。配布数
は 400，回収数は 192 で回収率は 48％であっ
た。	
	 小友地区では，農業生産があるのが 97戸，
漁業生産があるのが 36 戸であり，農業生産
の方が多くの世帯で営まれている（表 3）。そ
の内容を検討すると，農業生産では 87 戸
（90％）が外部販売のない自家分のみの生産
であるのに対し，漁業生産は 83％（30 戸）
が売上ありであり，自家分のみとするのは 6
戸（17％）にすぎない。	
	 世帯の所得に占める比重で見てみると，農
業が過半数とする回答は震災前の 11 戸から
震災後の12戸へとむしろ増えている（表4）。
一方，漁業が過半数であるとする回答は震災
前の 16 戸から震災後の 12 戸へと減少してい
る。また，就業・就学状況別の家族人数では，
農業・漁業等兼ねて就業している人数より，
どちらか一方である人数の方が多くなって
いる（表 5）。	
	

表 3	 農業と漁業の兼営状況	

	
表 4	 世帯の所得における農業・漁業・兼業	
	 	 	 （勤め）の比重	

	

売上あり 自家分のみ 生産なし 無回答 計
売上あり 3 0 3 4 10
自家分のみ 18 4 32 33 87
生産なし 9 2 42 24 77
計 30 6 77 61 174

（戸）

農
業
生
産

漁業生産

農業が過半数 11 10.4 12 12.2
漁業が過半数 16 15.1 12 12.2
その他 79 74.5 74 75.5
計 106 100.0 98 100.0

比率（％）戸数（戸）
震災前 震災後

戸数（戸） 比率（％）
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表 5	 	 就業・就学状況別家族人数	

	
(4) 島嶼部における野生動物の生息拡大お
よび獣害対策の実施体制構築について－瀬
戸内海島嶼部を対象として－	
	 鳥獣害から離島の存続条件を探るために，
愛媛県忽那諸島（松山市）と上島町でフィー
ルドワークを実施した。	
	 上島町および松山市島嶼部では，同じ市町
内で同様の行政サポートを受けていても，島
単位でイノシシ対策の実施体制が異なる．	
	 イノシシによる被害には，生活面への被害
（生ゴミをあさる，交通事故，人への威嚇等）
もあるが，一般的には農業被害が注目され，
被害対策は農業面から実施されることが多
い．よって，専業農家等が存在し，農業が活
発に行われる島では，柵の設置とともに，捕
獲対策への農家の参画が見られる．これは，
イノシシによる被害が収入減に直結するた
め，農家が強い危機感を持っているためと考
えられる．これに対し，農業が活発ではなく，
漁業（たとえば松山市・津和地島，怒和島）
や製造業（たとえば上島町・弓削島）が活発
な島では，農業はあくまで自家用に留まるこ
とが多く，被害は収入源にはつながらない．
よって，強い危機感が醸成されず獣害対策が
進みづらい．加えて，担い手の農家が存在し
ないことにより，獣害対策の中心的な担い手
もおらず，捕獲対策も難しい．たとえば津和
地島や二神島（ともに松山市）では，漁業者
がイノシシ対策に賛同せず，地域ぐるみで捕
獲に係る費用を負担する仕組みが構築でき
ないという課題がある．また，弓削島（上島
町）では，農家以外の町民有志が捕獲隊を結
成しイノシシの捕獲に取り組んでいるが，そ
れ以外の町民のサポートや，農業者による農
地への柵の設置が進まないため，捕獲がイノ
シシの個体数削減につながらない現状があ
る．	
	 また，島嶼部では，それまでにイノシシが
生息していなかったことを受けて，本来の狩
猟者が島内に居住しておらず，猟友会も組織
されていないことが多い．よって，イノシシ
を捕獲するにあたり，新たな組織の構築が必
要となる．これに対し，上島町は，島単位で
（猟友会とは別に）捕獲隊を結成し，有害鳥
獣捕獲の担い手に位置づけている．捕獲隊員
は農家に限定せず，地域の現状に危機感を抱
く有志や，島に元来からいた鳥打ち狩猟者な
ど，多様な人材が参画している．ただし，各
島の捕獲隊を束ねる「上島町イノシシ対策協

議会」が組織されてはいるものの，島間の連
携は図られていない．	
	 これに対し，松山市島嶼部（中島地区）の
例では，イノシシが侵入した当初は松山猟友
会による捕獲が行われており，その後，島内
の柑橘農家が狩猟免許を取得した後も松山
猟友会が主導的立場をとった．しかし，平成
25 年度以降は，「中島地区イノシシ被害防止
対策協議会」を立ち上げ，自律的な捕獲対策
の実施を展開している．中島地区では「総代
会」（各地区の総代の集まり）の権限が強く，
対策協議会はこの下部組織に位置づけられ
るため，獣害対策は農家に限らず全住民を巻
き込んでの対策に発展している．	
	 中島地区では，専業農家による柑橘栽培が
広く行われていることを受けて，農家が狩猟
免許を取得し，積極的に捕獲を行う体制を構
築している．地理的・経済的に中心的役割を
担う中島本島が中心となり，他の島への技術
指導が行われるなど，地区内の連携が強化さ
れている．	
	
(5)岡山県の離島・過疎地域対策から考える
存続可能性評価の指標		
	 瀬戸内海に面する岡山県の離島に関する
振興計画をもとに,どのような政策が存続	
を目的に行われているかを考察する。	
	 離島地域の少子高齢化が顕著であること
や,それが産業,	医療福祉,教育といった生
活に欠かせないサービスの衰退に大きく影
響しており,島という閉鎖的環境がそれらの
打開・改善を難しくしていることが読み取
れた。また生活を島内で完結できない以上 ,
本土との関わりは必要だがその利便性や経
済負担に課題を抱えているのも,離島地域の
特徴と言える。さらに,今後の離島振興の方
針としては「攻め」より	も「守り」重視の傾
向が非常に強いが,これは現在の年齢別人口
構成や今後の推移を考えればやむを得ない。		
ただ“陸続き”の農山漁村地域と比べると,
次のような利点も考えられる。一つは自動	
車という手段への依存度が低い分,移動手段
の確保は特定の年齢層に限られた問題では
なく ,全員の問題として共有されやすい点で
ある。二つは,高齢化率が極端に高い社会で
あっても島外との交流や観光での新しい取
り組みが見られることから,超高齢社会の一
つの 	規範ととらえることができる点である。		
ともあれ本計画に記される重点施策の内容
から示唆される点として,持続可能性評価シ	
ステムの構築においては前節の	4	分野が項
目として必要であることが言えよう。またイ
ン 	フラに対する評価は必要だが,それは老
朽化・安全性の面から行われる必要がある
ものの ,	ニーズの面から行う必要は薄いこ
ともあげられる。さらに経済面では古くか
ら行われている地場産業と観光業に関する
評価が必要と考えられる。	
	
		

もっぱら農業に従事している 32 46 78
もっぱら漁業に従事している 21 9 30

農業を主に，漁業にも従事している 7 7 14
漁業を主に，農業にも従事している 11 10 21

もっぱら勤めに出ている 113 83 196
勤めが主で，農業や漁業も手伝っている 25 27 52

学生・生徒・児童である 41 41 82
専業主婦・無職・就学前である 55 107 162

計 305 330 635

男 女 計



 

 

(5)まとめ	
	 臨海農業集落の個別性の大きさが確認さ
れ，集落存続可能性評価システムを構築する
ためにはまず，農業センサスの農業地域類型
のように対象地域の類型化を図らなければ
ならないこと，類型別に存続可能性評価が行
えるようなシステムの構築が必要であるこ
とが示された。	
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